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○世田谷区議会事務局処務規程 

昭和47年７月１日議会議長訓令甲第２号 

改正 

昭和48年12月１日議会議長訓令甲第１号 

昭和54年３月31日議会議長訓令甲第１号 

昭和55年３月31日議会議長訓令甲第１号 

昭和56年４月１日議会議長訓令甲第１号 

昭和63年12月28日議会議長訓令甲第１号 

平成２年３月31日議会議長訓令甲第３号 

平成４年12月24日議会議長訓令甲第３号 

平成11年３月25日議会議長訓令甲第２号 

平成12年10月２日議会議長訓令甲第３号 

平成13年10月１日議会議長訓令甲第３号 

平成17年４月１日議会議長訓令甲第１号 

平成20年９月30日議会議長訓令甲第２号 

平成30年３月27日議会議長訓令甲第１号 

令和４年５月12日議会議長訓令甲第１号 

世田谷区議会事務局処務規程 

題名改正〔平成２年議会議長訓令甲３号〕 

東京都世田谷区議会事務局処務規程（昭和40年４月東京都世田谷区議会議長訓令甲第１号）の全

部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規程は、世田谷区議会事務局（以下「局」という。）に属する事務を処理するため、

必要な事項を定めることを目的とする。 

一部改正〔平成２年議会議長訓令甲３号〕 

（係の設置） 

第２条 局に、次の係を置く。 

(１) 庶務係 

(２) 調査係 

全部改正〔昭和56年議会議長訓令甲１号〕 
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（事務局長の職務） 

第３条 事務局長は、議長の命を受けて局の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

追加〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕 

（参事及びその職務） 

第３条の２ 局に、参事を置くことができる。 

２ 参事は、書記の中から議長が命ずる。 

３ 参事は、議長の命を受け、担任の事務を掌理する。 

追加〔平成11年議会議長訓令甲２号〕 

（次長及びその職務） 

第４条 局に、次長を置き、書記の中から議長が命ずる。 

２ 次長は、事務局長の命を受けて局の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

３ 事務局長に事故があるときは、次長がその職務を代理する。 

追加〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕 

（係長等及びその職務） 

第５条 係に、係長を置く。 

２ 局に、担当係長を置くことができる。 

３ 局及び係に、主査を置くことができる。 

４ 係長、担当係長及び主査は、書記の中から議長が命ずる。 

５ 係長は、上司の命を受け、その係の事務を掌理する。 

６ 担当係長は、上司の命を受け、担任の事務を掌理する。 

７ 主査は、上司の命を受け、その係の事務又はその担当係長の担任の事務のうち、専門的な事務

等を処理する。 

全部改正〔昭和56年議会議長訓令甲１号〕、一部改正〔平成11年議会議長訓令甲２号・30年

１号〕 

（その他の職員の職務） 

第６条 前３条に定める職員以外の職員は、上司の命を受け、担任の事務に従事する。 

追加〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕 

（事務分掌） 

第７条 局の事務分掌は、次のとおりとする。 

庶務係 
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(１) 局の機構に関すること。 

(２) 文書の受発、審査及び保存に関すること。 

(３) 公印の管守に関すること。 

(４) 職員の人事及び給与に関すること。 

(５) 議員の議員報酬、費用弁償及び共済会に関すること。 

(６) 予算、決算及び経理に関すること。 

(７) 議長の秘書に関すること。 

(８) 物品の管理及び調達に関すること。 

(９) 議事堂に関すること。 

(10) 議会の傍聴に関すること。 

(11) 議員互助会に関すること。 

(12) 情報公開に関すること。 

(13) 個人情報保護に関すること。 

(14) 前各号に掲げるもののほか、他の係等に属しないこと。 

議事担当係長 

(１) 本会議に関すること。 

(２) 委員会に関すること。 

(３) 議案その他付議事件の調整に関すること。 

(４) 請願及び陳情に関すること。 

(５) 議決事項の処理に関すること。 

(６) 議事関係法規及び先例に関すること。 

(７) 会議録に関すること。 

(８) 速記者の委託及び研修に関すること。 

(９) その他議事記録に関すること。 

調査係 

(１) 各種調査に関すること。 

(２) 各種資料の作成、収集及び保管に関すること。 

(３) 議会広報に関すること。 

(４) 図書室の管理運営に関すること。 

追加〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕、一部改正〔昭和56年議会議長訓令甲１号・63年１号・
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平成２年３号・４年３号・11年２号・17年１号・20年２号・30年１号〕 

（職名の構成） 

第８条 職員の職名は、職層名及び職務名による。 

一部改正〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕 

（職層名） 

第９条 職層名は、次のとおりとする。 

参事 副参事 主事 

一部改正〔昭和55年議会議長訓令甲１号〕 

（職務名） 

第10条 職務名は、一般事務とする。 

２ 議長が指定する職員の職務名については、議長が指定する名称をもって前項の職務名に代える

ものとする。 

一部改正〔昭和55年議会議長訓令甲１号・平成12年３号・30年１号〕 

（事務局長の決定対象事案） 

第11条 別に委任をうけているもののほか、事務局長が決定できる事案は、次のとおりとする。 

(１) 職員の勤務命令に関すること。 

(２) 次長の出張及び服務に関すること。 

(３) 重要な事項に関する公表、申請、照会、回答、報告及び通知に関すること。 

(４) 前３号のほか、重要な事項に関すること。 

全部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号〕、一部改正〔昭和54年議会議長訓令甲１号・55年

１号〕 

（次長の決定対象事案） 

第12条 次長が決定できる事案は、次のとおりとする。 

(１) 職員（係長及び担当係長を除く。）の事務分掌の決定に関すること。 

(２) 職員の出張及び服務に関すること。 

(３) 定例かつ軽易な事項に関する報告、申請、照会、回答及び通知に関すること。 

(４) 文書の受発及び諸証明に関すること。 

(５) 前各号のほか、定例かつ軽易な事項に関すること。 

追加〔昭和48年議会議長訓令甲１号〕、一部改正〔昭和54年議会議長訓令甲１号・55年１号・

56年１号・平成11年２号〕 
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（事案決定の臨時代行） 

第13条 事務局長に事故あるときは、次長が事案決定を代行する。 

２ 事務局長及び次長ともに事故あるときは、あらかじめ事務局長の指定する課長補佐（世田谷区

議会事務局統括課長、課長補佐及び主任の職の指定等に関する規程（昭和62年３月世田谷区議会

議長訓令甲第１号）第４条第１項に規定する課長補佐をいう。以下同じ。）（課長補佐を指定し

ていない場合にあっては、あらかじめ事務局長の指定する係長又は担当係長）が事案決定を代行

する。 

追加〔昭和48年議会議長訓令甲１号〕、一部改正〔昭和55年議会議長訓令甲１号・平成11年

２号・12年３号・30年１号〕 

（文書主任の設置） 

第14条 庶務係に文書主任を置く。 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・55年１号〕 

（文書取扱事項） 

第15条 文書の受発、配付、処理、編集、保存、廃棄その他文書に関し必要な事項に関しては、こ

の規程に定める場合を除き、区長部局の例による。 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・54年１号・55年１号・令和４年１号〕 

（請願及び陳情の受理） 

第16条 請願書又は陳情書を受理したときは、受理した年月日及び請願又は陳情の記号をつけた受

理印を押し、受理番号を記入しなければならない。 

２ 受理番号は、毎年１月に始まり、12月に終る。 

３ 受理した請願書又は陳情書は、受理簿に所要事項を記載し、処理しなければならない。 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・55年１号〕 

（長期の保存文書） 

第17条 次に掲げる文書の保存期間は、長期とし、これらの文書については、５年ごとにその必要

性を精査し、引き続き保存する必要がないと認めるものは、そのときをもって保存期間が満了し

たものとする。 

(１) 区議会会議録及び委員会記録 

(２) 議決書 

(３) 議員の進退、賞罰及び履歴に関するもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、長期の保存を必要とするもの 



6/6 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・54年１号・55年１号・平成13年３号・令和４年１

号〕 

（重要公文書） 

第18条 保存期間が満了した後の措置として、区長に移管すべき重要公文書（世田谷区公文書管理

条例（令和２年３月世田谷区条例第４号）第２条第３項に規定する重要公文書をいう。）は、前

条各号に掲げる文書とする。 

全部改正〔令和４年議会議長訓令甲１号〕 

（職員の服務） 

第19条 職員の服務については、別に定める場合を除き、区長部局の例による。 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・54年１号・55年１号〕 

（雑則） 

第20条 この規程及びその他の規程に定めがない事項については、区長部局の例による。 

一部改正〔昭和48年議会議長訓令甲１号・54年１号・55年１号〕 

付 則（昭和54年３月31日議会議長訓令甲第１号） 

この規程は、昭和54年４月１日から施行する。 

付 則（昭和55年３月31日議会議長訓令甲第１号） 

この訓令は、昭和55年４月１日から施行する。 

付 則（昭和63年12月28日議会議長訓令甲第１号） 

この訓令は、昭和64年１月１日から施行する。 

付 則（平成２年３月31日議会議長訓令甲第３号） 

この訓令は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年12月24日議会議長訓令甲第３号） 

この訓令は、平成５年１月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月25日議会議長訓令甲第２号） 

この訓令は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月27日議会議長訓令甲第１号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年５月12日議会議長訓令甲第１号） 

この訓令による改正後の世田谷区議会事務局処務規程の規定は、令和４年４月１日から適用する。 


